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本日のお話の内容

１．サプライチェーンでの脱炭素化の必要性と課題

２．企業グループで取り組むＣＯ₂排出削減チャレンジ支援事業



本日のお話の内容

１．サプライチェーンでの脱炭素化の必要性と課題

２．企業グループで取り組むＣＯ₂排出削減チャレンジ支援事業



サプライチェーンの排出とは？

Scope３(上流） Scope３(下流)

Scope１

Scope２

⚫ サプライチェーン排出量とは、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の流れ全体から発生する温室効果ガス
排出量のことで（Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量）、Scope3はさらに15カテゴリに分類
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京都企業のＥＳＧ経営の広がり ①

日本板硝子株式会社

株式会社島津製作所

京セラ株式会社
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⇨企業の気候変動への取組･影響に関
する情報を開示する枠組み

⇨企業の科学的な中長期の目標設定
を促す枠組み

⇨事業活動に必要な電力の100%を
再エネで賄うことを目指す枠組み
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⇨企業の気候変動への取組･影響に関
する情報を開示する枠組み

⇨企業の科学的な中長期の目標設定
を促す枠組み

⇨事業活動に必要な電力の100%を
再エネで賄うことを目指す枠組み

株式会社イー・コンザル

日新電機株式会社

株式会社りさいくるinn京都

株式会社SCREENホールディングス

京都企業のＥＳＧ経営の広がり ②



ＥＳＧ経営を進める大企業の課題

◼ ESG投資の直接的な投資対象と
なりにくい非上場企業は、排出量
把握・削減のインセンティブが弱い

◼ ESG投資獲得に向け、サプライ
チェーン全体での排出量の削減を
如何に進めるかが課題

⚫ 情報開示の要請
⚫ サプライチェーン全体
での排出削減の要請

中小企業（サプライヤー）

金融機関・投資家・株主

要請？？
（対等な取引関係？）

大企業
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脱炭素化に向けた事業者の取組アンケート調査結果
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目 的：府内中小企業等の脱炭素化の取組の実態把握等（2021年度）

調査方法： ウェブ回答

回 答 数 ： 466件（大企業：約３割、中小企業等：約７割）

「事業実施にあたり脱炭素化は必須」⇒大企業・中小企業等ともにXX割

「温室効果ガス排出量を把握・公表している」⇒中小企業等はXX割（大企業約４割）

「ＥＳＧ投資への対応をしている」⇒中小企業等はXX％（大企業約３割）

「取引先から温室効果ガス排出量の削減要求を受けている」⇒製造業がXX割（全業種平均８％）

＜調査方法＞

＜結果概要＞



脱炭素化に向けた事業者の取組アンケート調査結果

9

「事業実施にあたり脱炭素化は必須」⇒大企業・中小企業等ともに約５割

「温室効果ガス排出量を把握・公表している」⇒中小企業等は約１割（大企業約４割）

「ＥＳＧ投資への対応をしている」⇒中小企業等は４％（大企業約３割）

「取引先から温室効果ガス排出量の削減要求を受けている」⇒製造業が約３割（全業種平均８％）

＜調査方法＞

＜結果概要＞

目 的：府内中小企業等の脱炭素化の取組の実態把握等（2021年度）

調査方法： ウェブ回答

回 答 数 ： 466件（大企業：約３割、中小企業等：約７割）



1,134
万トン

2019年度の府内排出実績（エネルギー起源部門※に限る）

※化石燃料の燃
焼（電気の消費
を含む）により排
出されるCO2量

産業

26%

業務

22%
運輸

25%

家庭

23%

その他

4%

2030年度
（目標年度）

産業部門の推移・目標[万トン]

401
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271

0

100

200

300

400

500
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▲32％

2013年度
（基準年度）

2019年度
（実績）

京都府における産業分野のＣＯ２排出状況・削減施策

産業分野：296万トン
⚫ うち特定事業者（産業
分野：109社）で236
万トン（約８割）

GHG排出量報告義務
（＋府の公表）

支 援 制 度

あり

なし

大企業

中小企業

省エネ診断

なし

あり

補助金

なし

あり

取引制度

サプライチェーン
排出削減チャレ
ンジ（2021年
度～）

購入

売却
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京都府の施策



京都府の脱炭素経営促進の取組（2021年度）

省エネ型ビジネス促進事業費（当初予算：52,000千円）

１．企業グループで取り組むＣＯ₂排出削減チャレンジ支援事業（新規）【4,000千円】

２．脱炭素社会実現に向けたＥＳＧ投資研究事業（新規）【2,000千円】

３．省エネ・節電設備更新補助金（一部新規）【35,000千円＋5,000千円】

４．ＥＭＳ診断事業（継続）【5,000千円】

５．事業者ＣＯ₂削減対策事業（継続）【6,000千円】

大企業（メーカー等）と連携してサプライチェーンでの排出
削減を目指す場合は補助率アップ（補助率1/3→1/2）
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サプライチェーンでの脱炭素化のステップ【課題認識】
⚫ ①脱炭素化の取組、②GHG排出量の精緻な算定･公表を段階的に進め、府内企業の競争力強化を目指すに当た
り、各段階の課題に対応する自治体・金融機関の効果的な支援策を検討 ⇒ 「ESG投資研究会」で議論

12

Scope1,2

中小企業
（a社,b社,c社・・・）

大企業（A社）

Scope1,2

Scope3

ステップ１
⚫ 中小企業による排出削減と排出量

算定・公表（現状１割程度）

課題
⚫ リソース不足、モチベーション不足

（必要性の理解の欠如） など

ステップ２
⚫ 大企業によるScope3を含む排出量

算定・公表（現状一握り）

課題
⚫ サプライヤーの協力、Scope3の算定

精度、危機感の欠如 など

ステップ３
⚫ 製品単位の排出量（カーボンフットプ

リント）算定・公表（実証段階）

課題
⚫ CFPの統一的な算定ルールの構築、

算定コスト など

目指す姿
⚫ 府内企業の低炭素製品の見

える化による競争力強化【仮
説】

⚫ ユーザーの環境配慮商品の
購入促進

⚫ 製造業者の削減意欲の向上

製品⑤の比較

製
品
①

製
品
②

製
品
③

製
品
④

製
品
⑤

大企業（A社）

A
社

競争力

B
社

C
社

D
社

E
社

GHG排出量

行政のアプローチ
⚫ 中小企業の設備更新の補助（削減支援）、排出量算定の支援（アドバイザー）、

取組を下支えするサステナブルファイナンスの提供（金融機関との連携） など

行政（国）のアプローチ
⚫ 算定やデータ管理のルール整備、IT

技術を活用した算定基盤整備 など

当面の目指すステップ



➢ 投融資・助成の獲得
➢ 将来的な販路拡大
➢ 企業の持続性向上

➢ 脱炭素化取組みを支援
➢ 新たな融資先の獲得
➢ 貸し倒れリスクが低減

ESG金融・CO2削減支援

ESG関連情報開示

地域金融機関

大企業

ＣＯ２

自治体
（支援の例）
補助金・専門家派遣・
情報開示サポートなど

（支援の例）
ESG評価指標の提供、
外部審査支援など

⚫ 京都府内企業の脱炭素なビジネスモデルへの早期転換を促し、ESG投資の資金を呼び込むことにより、地域の活性
化・脱炭素化を図るため、「地域脱炭素化に向けたESG投資研究会」を設置

⚫ 金融機関と連携した府内企業（特に中小企業）の脱炭素化を促す誘導施策の検討を実施

第２回（令和４年１月21日）
○企業を成長へ導くサプライチェーンの脱炭素化の誘
導施策

第３回（令和４年３月下旬予定）
○地域資源を活用した再エネによる地域共生・富の
地域循環を促す仕組み

第１回（令和３年11月５日）
○ESG投資の現状･今後の見通しについて

地域脱炭素化に向けた行政・企業・金融機関の連携イメージ

＜委員一覧＞ ※ 五十音順（敬称略）

猪熊 清統：(株)京都銀行
兼子 健雄：シティグループ証券(株)
境内 行仁：IGES
髙溝 広宣：（公社）京都工業会
後藤 文昭：三井住友信託銀行(株)
小林 剛一：日本電気化学(株)
高瀬 香絵：CDP Worldwide-Japan
鍋谷 剛：(株)京都環境保全公社
野池 雅人：ﾌﾟﾗｽｿｰｼｬﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ(株)
丸谷 一耕：NPO法人木野環境
山下 晃正：京都府（副知事）
山田 幸男：京大オリジナル(株)

地域企業

補足資料４
【地球温暖化対策課】（参考）「地域脱炭素化に向けたESG投資研究会」設置
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本日のお話の内容

１．サプライチェーンでの脱炭素化の必要性と課題

２．企業グループで取り組むＣＯ₂排出削減チャレンジ支援事業



「サプライチェーンCO2排出削減事業」概要（2021年度）

（株）朝日製作所
＜鋳物鋳造＞

（株）佐藤製作所
＜特殊機器組立＞

清水長金属工業（株）
＜メッキ加工＞

日本電気化学（株）
＜電子回路基板製造＞

他のサプライヤー

株式会社島津製作所
（公募により選定）

（一社）京都知恵
産業創造の森

• アンケート調査
• 削減ポテンシャルの大き

いサプライヤーの絞り込み
など EMS診断

（既存事業）

委 託

• 全体取りまとめ
• 配賦ロジック提案
• 対策方針策定
• サプライチェーンで
の排出削減方法
提案など

委 託
診断結果

省エネ改修補助
（補助率アップ）• 現場調査

• 配賦量算定 など

サンコーエンジニアリングプ
ラスチック（株）
＜樹脂加工＞
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PwCコンサルティング合同会社 京都府

協力会の存在
などでもともと密
な連携基盤あり



サプライチェーンCO2排出削減事業の流れ（スケジュール）
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8/20～9/3 協力事業者の募集

～9/6 協力事業者の審査 → 島津製作所に決定

～10月下旬 サプライヤーへのアンケート調査・参加企業の調整 → ４社決定（その後１社追加）

11/30 京都府・PwC・島津製作所の３者でそれぞれプレスリリース

12月～1月 サプライヤーの現地調査・ヒアリング・キーパラメーターの検討データ収集

～11月下旬 参加サプライヤーへの事業の詳細説明・対象事業所の抽出など

２月～３月 調査結果のとりまとめ、サプライヤーへの結果のフィードバック

3/17 最終報告書提出

9/22 PwCコンサルティング合同会社との業務委託契約締結（一般競争入札）



PwC

サプライチェーン上の「メーカー／製品単位」のCO2排出量

対 象

販売
（店舗等）

製造
（メーカー）

調達
（サプライヤー）

物流
（運送業者）

※一般的に、製造業のスコープ3排出量では、調達（購入した製品・サービス）に関するCO2排出量の割合が大きくなる傾向あり

本事業の対象とScope3算定における課題認識
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総調達量（金額・物量）
×平均原単位

自社のScope1＋2 総出荷量（金額・物量）
×平均原単位

総販売量（金額・物量）
×平均原単位

生産量×製品単位のCO2

排出量
自社のScope1＋2

出荷量×製品単位のCO2

排出量
販売量×製品単位のCO2

排出量

現 状

理 想

課題：「平均原単位」が固定 → 各排出主体者の削減努力が反映されない

（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成



（参考）一般的なScope３（カテゴリー１）算定の課題

環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づく参考書抜粋

⚫ Scope３（カテゴリー１：購入した製品・サービス）を算定する多くの企業は、環境省ガイドラインに基づき、データ
ベースに基づく原単位を利用しているため、サプライヤーの削減努力は反映されず、高い精度は期待できない。

データベースの一例
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算定手法の類型

コスト感

精 度

実 測 配賦ロジック 排出原単位

× ◎△

◎ 〇 ×

自動車業界を
中心に要請

環境省ガ
イドライン

京都府の
取組



PwC

キーパラメータ
を使用して配賦

事業所全体のCO2排出量事業所全体のCO2排出量

製品単位
のCO2

排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品A 製品B 製品C

製品D 製品E

燃料消費に伴うCO2排出量
（事業所単位）

電力消費に伴うCO2排出量
（事業所単位）

＊今回、「工業プロセスからの排出」は該当なし
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製品単位のCO2排出量の算出 （キーパラメータの導入）

1. 製造工程の観察／分析

2. 配賦に用いるキーパラメータの特定

1. 対象事業場の確定

2. CO2排出量算定に必要なデータの入手

（活動量等）

2. キーパラメータの特定1. 算定に必要なデータの入手 3. 配賦によるCO2排出量算定

1. 総活動量（電力・燃料消費）算定

2. 総活動量をキーパラメータにて配賦

3. （メーカー・製品単位）CO2排出量算定

⚫ 製品単位のCO2排出量は、事業所全体のCO2排出量をキーパラメータにより配賦することで算定可能
⚫ 本事業では、総活動量（燃料･電力消費量）を配賦し、排出係数を掛け合わせることで、 CO2排出量を算定

（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成



PwC

A社

B社

C社

D社

鋳物製造

自動車エンジン部品、自動車駆動
系部品、等の鋳造

組立事業

搬送装置、ロボット装置等の組立

電気めっき加工

車輌機器や産業機械、電気・電子
機器、等のめっき加工

基板製造

電子回路基板の製造

事業内容

• 木型、砂型を作成

• 砂型に注湯

• 仕上げ加工

• 電動ドライバー、コンプレッサー、倉庫クレーンによる人力組立

• 前処理（洗浄他）

• 電気分解によるメッキ形成（自動機）

• 後処理（乾燥）

• ドリリング（穴あけ）
• 表面への銅箔形成（パターニング、エッチング）
• 基板の切削
• 後処理（乾燥）

製造工程

重量

組立時間

めっき面積

基板面積

キーパラメータ

キーパラメータの特定
⚫ ヒアリングや現地調査により製造工程を分析し、各サプライヤーのキーパラメータを特定

20（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成



PwC

CO2排出量/納品先 島津製作所向け その他
2020年 (kg-CO2) 38,750 228,883
2021年 (kg-CO2) 51,198 308,435

製品/年 島津製作所向け その他納品先
製品名 1 2 3 4 5 6 7 8 ・・・ 1 2 3 4 5 6 7 8 ・・・
2020年 (kwh) 469 570 437 965 779 1,132 646 418 ・・・ 2,713 3,129 2,414 6,995 4,666 6,558 3,727 2,986 ・・・

2021年 (kwh) 316 1,363 818 453 376 1,727 569 890 ・・・ 1,992 8,770 5,263 3,066 3,886 12,990 3,766 6,351 ・・・

総電力量 2020年 2021年

総電力量(kwh) 928,045 1,027,523

算定フロー

事業場全体の総活動量
（総電力消費量）を算定

排出係数を掛け合わせ、島
津製作所様向け製品のCO2

排出量を算定

総活動量をキーパラメータで
配賦し、島津製作所様向け
製品の製造に起因する活動
量を算定

概 要 結 果

排出量削減案

➢ 省エネ設備の導入

➢ カーボンオフセット

➢ 業務改革による削減 （品質基準に余裕のある商品から各工程のリードタイム短縮、乾燥工程におけるオーブンに
一度に多くの製品を投入できるよう生産計画を調整する 等）

1. 総活動量
算定

3. CO2排出
量算定

2.キーパラ
メータにて

配賦

排出量算出結果：サプライヤーA社の場合（イメージ）
⚫ キーパラメータ「基板面積」により、全体の電力量を製品単位に配賦し、排出係数を掛け合わせることで、島津製作所
向けのCO2排出量の算出を実施

21（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成



PwC

1. 各サプライヤーのGHG排出量と（島津製作所向け）製品ごとのGHG排出量を算定

2. キーパラメータを活用した配賦により製品単位GHG排出量を算定する方法論を確立（カーボンフットプリントの
算定へ先鞭をつけた）

3. 今後、他のサプライチェーンの排出量算定にも展開できるよう方法論を継続的に検討予定

本事業の成果・参画主体の感想

メーカー

• 配賦ロジックは事前予想よりも精緻なデータを取
得しており、説得力のある算定が期待できる。

• 一方、配賦ロジックは業種等に大きく左右され、
他の業種や事業形態に応用できる手法が必要。

金 融

• 工程や製品毎のCO2排出量の分析ができ、企
業・投資家双方にとって有効。

• 算定のためだけではなく、コスト分析を行うなど企
業経営や効率的な生産等の分析に役立てたい。

サプライヤー

• 他の工程にも応用してみたいが、全ての工程に応
用していくのは手間もあり難しい。

• 部品や製品等でもカーボンの表示を求めるなど、
認証の仕組み等があれば促進しやすい。

行 政

• 中小企業対策は大企業や金融機関と連携した
取組が重要

• 他方、両者が対等な取引関係にあることも多々
あり、中小への丁寧な説明やインセンティブが必要

参画主体の感想

本事業の成果

22（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成


